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研究概要 

本研究は、３つの研究の柱「血液製剤の医療需要と供給の予測に関する研究」、「若年者の献
血推進の方策と教育資材の開発」、「対策の効果と評価,効果測定指標に関する研究」からなり、
人口動態、社会行動確率論的、情報マネジメント、社会医学的、医歯薬学教育など多岐にわた
る研究分野からのアプローチにより、エビデンスに基づいた献血施策の基盤となる成果の提
示を目指す。成果は、献血推進に関わる施策立案時の科学的根拠として、また、献血推進の目
標となる情報として活用可能である。 

平成 30 年度の途中から開始した研究班のため、ほとんどの研究については、広島大学疫学
研究倫理審査委員会への研究倫理申請や厚生労働省・日本赤十字社へのデータ提供申請の進
行中である。進行状況について、以下に示す。 

1)「数理疫学的手法による献血本数の需要と供給の将来推計」について、直近の全献血者の
個別データを用いて献血本数の需要と供給の将来推計を計画している。今年度は、日本
赤十字社に全献血者データ（2016 年度～ 2018 年度）を広島大学に提供するための申
請を行った。また、過去の研究で受領している、2014・2015 年度の国内すべての献血
の個別データ（各 500 万本）を対象に、献血行動により 6 つのグループ（献血年間 0 回、
全血 1 回、全血複数回、成分 1 回、成分複数回、全血と成分を両方）に分け、2 年間で
それぞれのグループ間の推移を性・年齢（1 歳刻み）別に算出し（献血行動推移確率）、
それに基づき 2050 年までの献血本数を予測した。その結果、20・30 歳代は献血行動が
習慣化していない、全血献血を行うものは次年度も全血献血を、成分献血を行うものは
次年度も成分献血を行う傾向にあること、推定献血本数は 2014 年度の 497 万本から
2030 年度には 429 万本、2050 年度には 326 万本に単調に減少し、年齢階級別にみた
献血本数の推移の検討から 20-40 歳代の献血本数の減少が大きく影響していると考えら
れた。 

2)「免疫グロブリン製剤の使用実態把握と需要の将来推計」について、免疫性グロブリン製
剤の投与実態（投与されている疾患名、投与期間など）および投与実態の年次推移を明
らかにし、適正使用の評価、需要の将来予測を行うために、厚生労働省のレセプト情報・
特定健診等情報の「レセプト情報・特定健診等情報の提供に関するガイドライン」の第
三者提供に基づき、National Data Base (NDB)の利用申請を行っている。また、広島大
学疫学研究倫理審査委員会に研究倫理申請を申請中である。令和元年度中に、データお
よび倫理審査承認が得られる見込みで、準備ができ次第、解析実施予定である。 

3)「20 歳代、30 歳代の複数回献血者および初回献血者へ意識動向」について、大学生およ
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び献血希望者を対象とした 2 つのアンケート調査により 20 歳代・30 歳代の複数回献血
者、初回献血者の意識動向を把握することを目的とした調査の調査票を作成した。また、
広島大学疫学研究倫理審査委員会に研究倫理申請を申請中である。アンケート調査自体
は、を令和元年度に実施予定である。 

 
 
Ａ．研究目的 

少子高齢化社会を迎え、献血可能年齢人
口が減少する一方、輸血用血液製剤や血漿
分画製剤の大半は、高齢者に使用されてお
り、これまで以上に根拠に基づいた総献血
本数の目標設定や適正使用などの献血施策
は重要性を増してきている。 

近年、疾病構造の変化や医療技術の進歩
から血液製剤の使用実態も変化しており、
時代に即応した需要と供給を的確に把握す
ることは、我が国の高い医療水準の基盤を
支えている血液事業にとっても、急務かつ
重要な事案である。 

これまでに日本赤十字社は、献血推進の
ための多くの有益な対策を講じると同時に
献血者の推計、需要予測などを行ってきて
おり、2014 年の再試算によれば 2027 年に
85 万人の献血者が不足すると報告した。し
かし、全国医療機関を対象に日本赤十字社
が行った輸血用血液製剤の需要推計 2017
では、従来の推定値より大幅に減少してお
り、必要献血者数は下方修正される見通し
となった。 

一方、原料血漿から製造される血漿分画
製剤の将来需要は適応拡大による増加が世
界的に見込まれる中、2017 年推計に用いら
れた必要原料血漿量は年次増減のない一定
量（95 万 L）としたことから、本研究では、
時代に即応しかつ世界の血液事業政策およ
び製剤情勢を見据えた上での、我が国の献
血推進に関わる需要予測、献血者推計を行
う必要がある。 

また、北米、欧州を中心に、免疫グロブ
リン製剤の需要は世界的に増加しており、
国内においても近年需要が増加傾向にある。
免疫グロブリン投与の適応が各種免疫性神

経疾患（ギランバレー症候群、慢性炎症性
脱髄性多発根神経炎、重症筋無力症など）
に拡大され、第１選択治療として推奨され
ていることが需要増大の背景にあると考え
られるが、その使用実態については不明で
ある。使用量が増加している免疫グロブリ
ン製剤の使用実態を把握し、適正使用の検
証や献血の需要予測への反映が必要である
と考えられる。 

将来の輸血医療を支える若年層の献血離
れへの対策は喫緊の課題であり、若年層に
対する献血の普及や啓発を積極的に行う必
要がある。また、将来医療の担い手となる
医学・薬学系の学生等には、多くの国民の
献血によって医療が支えられている事実や
血液製剤の適正利用の重要性への理解を深
めてもらう必要があるが、医療系大学生の
献血への意識および献血行動については十
分把握されていない。 

本研究では、時代に即応した３つの研究
の柱をたて、エビデンスに基づいた献血施
策の基盤となる成果の提示を目指す（図 1）。 

１）時代に即応し、将来を見据えた血
液製剤の医療需要と供給の予測
に関する研究 

２）時代に対応した、且つ包括的な若
年者の献血推進の方策と教育資
材の開発と pilot 地区を対象とし
たモデル事業の実施 

３）対策の効果と評価、効果測定指標
に関する global 指標を考慮した
研究 

本研究班は、10 月から開始しため、今年
度の研究活動は主に来年度以降に行う調査
や研究の申請・準備を行った。 
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図 1. 3 年間の研究のアウトライン 

 
 

Ｂ．研究方法 本研究は人口動態、社会行動確率論的、
情報マネジメント、社会医学的、医歯薬学
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教育など多岐にわたる研究分野からのアプ
ローチにより３つの研究の柱、「若年者の献
血推進の方策と教育資材の開発」、「対策の
効果と評価,効果測定指標に関する研究」に
関する以下の課題を解決する（図 1）。 

 
１）時代に即応し、将来を見据えた血液

製剤の医療需要と供給の予測に関す

る研究の成果 

 ：需要と供給予測に基づいた献血率

など目標値の設定が可能 

（1） 血漿分画製剤の需要予測 WG に

よる使用実態（3社） 

（2） 需要予測に関する研究：血液製

剤の医療需要に関する予測モデ

ルの構築 

（3） 免疫グロブリン製剤の使用実態

把握と需要の将来推計 

（4） 供給予測に関する研究： 

① 献血行動の性・年齢・時

代・コホートに関する要因

分析と数理モデルの開発 

② 献血行動の数理モデルに基

づく総献血者数の将来推計 

 

２）時代に対応した、且つ包括的な若年

者の献血推進の方策と教育資材の開

発の成果 

（1） 200mL 献血由来血液製剤の使用

と小児輸血の実態（拠点病院） 

（2） 20 歳代、30 歳代の複数回献血

者および初回献血者へ意識動向 

（3） 医療系大学への教育促進（働き

かけ）と献血推進の方策 

① 教育資材の開発と普及 

② 医療系大学への訪問調査 

（4） pilot 地区を対象とした若年者

への献血推進方策のモデル事業

を実施し全国展開の可能性を提

示 

 

３）対策の効果と評価、効果測定指標に

関する global指標を考慮した研究

の成果 

諸外国における採血基準、輸血用血

液製剤の規格調査、献血者確保対策

の現状と比較 

 

 

本研究班は、10 月から開始しため、今年
度の研究活動は主に来年度以降に行う調査
や研究の申請・準備を行っている。 

現在進行中の課題について、以下に報告
する。 

 
１）献血の需要と供給の予測に関する研究 

(1) 数理疫学的手法による献血本数の需要
と供給の将来推計 
本研究班では、直近の全献血者の個別デ

ータを用いて献血本数の需要と供給の将来
推計を計画している。今年度は、日本赤十
字社に全献血者データ（2016 年度～ 2018
年度）を広島大学に提供するための申請を
行った。来年度までにはデータ提供を受け、
献血者数の将来推計を開始する予定である。 

本年度は、すでに以前の研究でデータ受
領していた 2014 年度と 2015 年度の全献
血者のデータを用いて、以下の手順で献血
者数の将来予測に関するシミュレーション
研究を行った。 

 
2014（平成 26）年 4 月 1 日から 2016

（平成 28）年 3 月 31 日まで全国で行われ
た献血のべ 9,874,047 本（2014 年度のべ
4,990,460 本、2015 年度のべ 4,883,587
本）を対象とした。献血者データに含まれ
る情報は、献血者コード・性別・生年月日・
年齢・受付年月日・献血センター・採血場
所・献血種類・初回再来区分であり、このう
ち献血者コード・性別・年齢（16-69 歳）・
献血種類（全血献血または成分献血）を解
析に用いた。 

2014 年度と 2015 年度のそれぞれにお
いて献血者を、性・年齢・年度内献血回数 6
群（献血なし、全血 1 回、全血複数回、成
分 1 回、成分複数回、全血・成分各 1 回ず
つ以上）別に集計し（表 1）、2014 年度か
ら 2015 年度でのグループの人数変化を集
計し、性・年齢別の献血行動推移確率（初年
度から次年度で所属グループが変化する割
合）を算出した（図 2）。献血 0 回グループ
の人数は、2015 年度国勢調査の人口から献
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血者を減算して算出した。 
表 1. 献血状態の定義 

 
 

 
図 2. 献血行動推移のモデル 

 
さらに 2014 年度の献血本数の分布を初

期値として、マルコフ連鎖モデルの仮定※
に基づき性・年齢別献血行動推移確率を用
いて2050年までの献血者数を推定した（図
3）。 

献血本数の推計に関しては、複数回献血
者の年間平均献血回数を算出し、それを献
血者数に乗じて推定した。平均献血回数は
2014 年度の全血複数・成分複数・その他の
グループについてそれぞれ性・年齢・献血
種類別に算出したものを用いた。 

 

 
図 3. 献血者数の将来推計の方法概要 
 
※マルコフ連鎖モデルの仮定 
この推計は、「各年度の献血回数および種

類は前年度のそれらにのみ影響を受け、そ
れ以前の年度に何の献血を何回したかとは
関係なく次年度の献血回数と種類が決まる」
というマルコフ性の仮定と、「推計開始初年

度から毎年の推移確率は変化しない」とい
う仮定に基づいている。 

 
 (2) 免疫グロブリン製剤の使用実態把握と

需要の将来推計 
免疫性グロブリン製剤の投与実態（投与

されている疾患名、投与期間など）および
投与実態の年次推移を明らかにし、適正使
用の評価、需要の将来予測を行うために、
厚生労働省のレセプト情報・特定健診等情
報の「レセプト情報・特定健診等情報の提
供に関するガイドライン」の第三者提供に
基づき、National Data Base (NDB)の利用
申請を行っている。また、広島大学疫学研
究倫理審査委員会に研究倫理申請を申請中
である。令和元年度中に、データおよび倫
理審査承認が得られる見込みで、準備がで
き次第、解析実施予定である。 

 
２）時代に対応した、且つ包括的な、若年者の

献血推進の方策と教育資材の開発 
(1) 20 歳代、30 歳代の複数回献血者および

初回献血者へ意識動向調査 
大学生および献血希望者を対象とした 2

つのアンケート調査により 20 歳代・30 歳
代の複数回献血者、初回献血者の意識動向
を把握することを目的に以下の調査を令和
元年度に実施予定である。 

【研究①大学生を対象とした献血に関す
る意識調査】医療系大学生および非医療系
大学生を対象とした意識調査（横断研究）
を行い、大学生の学部学科別にみた献血行
動および認識を比較検討する。また医療系
大学生を学年別に比較することで、医療系
大学での講義や実習を経験することによる
献血に対する意識・行動の変化についても
あわせて調査する。 

【研究②献血希望者を対象とした意識調
査】パイロット的に献血ルームを訪れた献
血希望者（全年齢）の「初回献血のきっか
け」を調査することで、献血未経験者に対
する献血導入に必要な「きっかけ」につい
て性別年齢階級別に明らかにし、若年層の
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献血離れ対策のための基礎資料とすること
を目指す。 

本年度は、アンケート調査票作成（本報
告書巻末に添付）とアンケート調査実施の
ための広島大学疫学研究倫理審査委員会へ
の研究倫理審査の申請中であり、令和元年
度にはアンケート調査及び解析を開始する
予定である。 

 
Ｃ．研究結果 

平成 30 年度の途中から開始した研究班
のため、ほとんどの研究については、広島
大学疫学研究倫理審査委員会への研究倫理
申請や厚生労働省・日本赤十字社へのデー
タ提供申請の進行中であるので、研究結果
は、「１）血液製剤の需要と供給の予測に関
する研究」(1) 数理疫学的手法による献血
本数の需要と供給の将来推計について示す。 

 
１）血液製剤の需要と供給の予測に関する研

究：数理疫学的手法による献血本数の需
要と供給の将来推計 

 
(1) 性・年齢階級別にみた献血行動推移確率 

性・年齢別にみた献血行動推移確率を、
初年度（2016 年度）の献血状態別に図 4 に
示した。縦軸は、初年度から次年度への献
血行動推移確率＝「1 年後に献血回数とそ
の種類が変化する割合」、横軸は年齢（1 歳
刻み）であり、2014 年度の献血行動のグル
ープごとに、2015 年度のグループ区分の変
移を、積み上げ棒グラフで示したものであ
る。 

a. 献血 0 回のグループ 
初年度に献血を一度も行わなかった人は、

9 割以上が次年度にも一度も行わないが、
その傾向は若年層、特に、10 歳代と 20 歳
代では比較的低くなる。次年度に献血を行
う場合の献血本数・種類については、全血
献血を 1 回だけ行う割合が最も高く、次い
で全血献血のみを複数回行う割合が高い。 

b. 全血献血 1 回のグループ 
初年度に全血献血を 1 回だけ行った人は

次年度も 4 割程度が献血を行うが、10 歳代
と 20 歳代では他の年齢階級より低い。次
年度に献血を行う場合の献血本数・種類に
ついては、男女とも全血献血の 1 回、ある
いは複数回が多く、成分献血に変更する割
合は低い。ただし、女性では特に若年層で
次年度に成分献血を行う傾向がわずかに認
められる。 

c. 成分献血 1 回のグループ 
初年度に成分献血を 1 回だけ行った人は

次年度も 4 割程度が献血を行うが、10 歳代
と 20 歳代では他の年齢階級より低い。次
年度に献血を行う場合の献血本数・種類に
ついては、成分献血を 1 回もしくは複数回
行う割合が高い。 

d. 全血献血複数回のグループ 
初年度に全血献血のみを複数回行った人

は次年度も半数以上が献血を行うが、男性
に比べて女性ではその割合が低い。 

次年度に献血を行う場合の献血本数・種
類については、全血献血を 1 回または複数
回行う割合が高い。特に、男性では次年度
も全血献血を複数回行う割合が高い。一方、
女性では特に若年層で成分献血を行う傾向
がわずかながら認められる。 

e. 成分献血複数回のグループ 
初年度に成分献血のみを複数回行った人

は次年度も 7 割以上が献血を行うが、男性
に比べて女性ではその割合が低い。 

次年度に献血を行う場合の献血本数・種
類については、成分献血を 1 回または複数
回行う割合が高い。一方、次年度に全血献
血と成分献血の両方を行う場合も 1 割程度
ある。 

f. 全血献血と成分献血を両方行ったグ
ループ 

初年度に全血献血と成分献血を両方行っ
た人は次年度も 7 割以上が献血を行うが、
男性に比べて女性ではその割合が低い。 

次年度に献血を行う場合の献血本数・種
類については、全血献血と成分献血を両方
行う割合が高く、次いで成分献血のみを複
数回行う割合が高い。
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図 4. 献血状態のグループ別にみた性・年齢別献血行動推移確率 
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図 4. 献血状態のグループ別にみた性・年齢別献血行動推移確率（続き） 
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(2) マルコフモデルに基づき予測した献血
本数の将来推計値 

 
次に性・年齢階級別献血行動推移確率を

用いて、2014 年の献血実績を初期値とした
15 年間の献血本数の推計を行った結果を、
図 5 に示した。 

男女ともに献血本数は単調に減少し、全
体の本数は2014年度の497万本から2030

年度には 429 万本、2050 年度には 326 万
本になると推定された。献血種類別にみて
も献血本数はいずれも単調に減少すると推
定された。 

特に男性の全血献血の減少割合が高く、
2014 年度と比べて、2030 年度には 27 万
本、2050 年度には 81 万本減少すると推定
された。 

 
 
 

 
図 5. マルコフモデルに基づく 2014 年から 2030 年までの献血本数の将来推計値 

 
 

年齢階級別の献血本数の将来推計値を図
6 に示した。 

10 歳代、20 歳代の推定献血本数はゆる
やかに減少すると推定された。30 歳代では
2020 年代まで男性の全血献血を中心に大
きく減少し、その後はゆるやかに減少する
と推定された。40 歳代では 2020 年代から

2030 年代にかけて男性の全血献血を中心
に大きく減少し、その後も単調に減少する
と推定された。50 歳代では 2026 年度まで
増加するが、その後は減少すると推定され
た。60 歳代では 2035 年度までゆるやかに
増加し、その後減少すると推定された。 
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図 6. マルコフモデルに基づく 2014 年から 2030 年までの献血本数の将来推計値 

（年齢階級別） 
 
D．考察、Ｅ．結論 

平成 30 年度の途中から開始した研究班
のため、ほとんどの研究については、広島
大学疫学研究倫理審査委員会への研究倫理
申請や厚生労働省・日本赤十字社へのデー
タ提供申請の進行中であるので、研究結果
は、「１）血液製剤の需要と供給の予測に関

する研究」(1) 数理疫学的手法による献血
本数の需要と供給の将来推計について示す。 

献血者を献血種類・回数によりグループ
に分けた時、全血 1 回のグループが最も多
く 6 割以上を占めた。献血回数が年 1 回の
グループは年 2 回以上のグループと比べて、
献血継続率が低いことが報告されている
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（公衆衛生、77(8), 2013）。初回献血者の多
くもこの中に含まれていると推測されるた
め、1 回だけでなく次にまた献血に行く機
会を与える取り組みが重要である 

また、全血献血を複数回行うグループは
成分献血を複数回行うグループよりも多か
った。成分献血は全血献血に比べ、時間が
かかることから複数回献血を行う人であっ
ても全血献血を選択する人が多いことが推
察される。 

いずれのグループからの推移確率も 10
歳代と 20 歳代は献血回数が少なくなる変
化の割合が他の年齢階級に比べて高く、若
年者で献血行動があまり習慣化していない
ことが推測できる。 

全血献血を 1 回あるいは複数回行ってい
るグループは次年度も成分献血ではなく全
血献血を行う傾向にあり、成分献血を 1 回
あるいは複数回行っているグループは次年
度成分献血を行う割合が高いことから、献
血行動が習慣化している人はそれぞれの生
活様式に合わせて同じ種類の献血を行って
いると考えられる。 

全血 1 回あるいは全血のみ複数回のグル
ープから全血のみ複数回のグループへ変化
する割合が男性に比べて女性で低いのは、
400ml 献血の基準（献血間隔および上限回
数）が女性でより厳しいためと考えられる。 

いずれの年齢階級でも最も本数が多いの
は男性の全血献血であり、この増減が全体
の本数の増減に大きく影響することがうか
がえる。 

女性の成分献血が 30 歳代以上では最も
本数が少ないが、20 歳代までは男性とあま
り差がない。献血行動推移確率においても、
初年度献血回数が 1 回の女性で成分献血を
行うグループに変化する割合が 30 代以上
で減少することとあわせて、この年代で女
性の成分献血を定着させられれば献血本数
の増加が見込めると考えられる。 

2020 年代を通して 30 歳代と 40 歳代の
本数減少が大きく、総本数の減少に影響し
ていると推測される。また、2030 年代以降

の総本数の大幅な減少は 50 歳代の本数が
減少に転じることが要因であると考えられ、
これは50 歳代の年齢別人口自体が2020年
代後半に減少に転じることと一致するため、
その影響であると推測される。 
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